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デジタル時代のまとめ

人が介在せずに処理できる
– ほとんどの処理を後ろ側で実現（例：キャッシュレス飲食店と予約システム）

– 場所、距離、能力の制約がない

専用機が要らない
– 多くの処理はパソコン上の処理→クラウドで実現（要するに「オープン」の組み合わせ）

– 「特別なシステム」は限られたものに。→競争領域のみ

– ビジネスの変化に応じて資源の再分配が可能

– よって「ソフトウェア・ファースト」でビジネス設計が可能に。

 トレーサビリティ確保・可視化ができる
– 途中経過がわかるように

– データを踏まえた意思決定、あるいは改善

– AIの活用

「顧客価値の最大化」（そのためのビジネス設計）が競争の主戦場へ



デジタル競争
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DX施策の考え方とトレンド
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デジタルトランスフォーメーション（DX）の定義
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 DXの定義@「DX 推進指標」とそのガイダンス

“企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術
を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモ
デルを変革するとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文
化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること”

Digitization (単なるデジタル（離散値）化) と
Digitalization（デジタル技術による変革）として、区別されることも。

 Transformation = Trans + formation
Trans: 「向こう側へ」を意味する接頭辞。英語圏の慣習で省略の際は”X”と標記

– Change, Alter, Modify 等が類義語だが、どれも、部分的な変化を意味するが、

– Transformation は完全な変化を意味することがポイント。
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DX推進政策の考え方

 産業界のDX推進は、企業の成長戦略そのものであり、一義的には企業個社の問題
 企業においてDXが進まない根幹の理由は、

①デジタル技術に係る知識不足・無理解（→ベンダ丸投げ、ビジネス変革が中途半
端）
②社内IT部門（唯一の知見者）と他部門との対話不足（→レガシー温存）

 企業の行動変容が進まない理由は、生活習慣病のアナロジーで理解できる。誰
しも、一般論としてメタボよりも痩せていた方が良いことは分かっているし、生活習慣
病の問題も分かっている。しかし、自分自身は健康だと信じている。

 個々の行動を変容させるためには、認識を入れ替えることと、周辺環境整備が必
要。

 そのため、DX政策は、企業の内面への働き掛け（DX推進指標等）と、環境整
備（デジガバコード等）の両面からの挟み撃ちを行っている。
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IT投資の効率化・重点化
 DXを進めるためには、システムについて、レガシーを廃し、柔軟性の高いシステムへの移行を
図るべき

 その際、協調領域を担うIT投資を効率化・抑制し、競争領域へと重点化すべき
 経営のスピード感と柔軟性を確保すべく競争領域については変化対応力の高いシステムを

目指すべき

企
業
活
動
全
体

競争領域

協調領域

リソースを競争領域へ重点化
オープンなアーキテクチャを採用し、ユーザー企業自身が
コントロールできる、変化対応力の高いシステムを目指す

社内リソースの投入を抑制
そのため、プロセスの標準化を徹底し、既製品（SaaS, 
パッケージソフト）をそのまま活用

















経済産業省のDX推進政策
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DX推進指標分析速報（2020/11/6）
 2020年10月末までにIPAに到達した278件のうち、同一企業からの重複提出や一部必須項目が
報告されていないデータを除いた223件について分析（なお、提出企業は2019年と同一ではない）

 全体として大幅な改善ではないものの、IT側面よりも経営側面の指標において改善が見られ、（母
集団の差異の可能性もあるものの）DXについての認識が広がり各企業において経営面から取り
組みが始まっている可能性

平均-現在 平均-目標
サンプル数

全体 経営 IT 全体 経営 IT
2020
(～10

月)

値 1.59 1.49 1.71 3.19 3.14 3.25 223
対前年
増減 +0.14 +0.17 +0.09 +0.14 +0.14 +0.11

2019
(～12

月)
値 1.45 1.32 1.62 3.05 3.00 3.14 272

DX推進指標分析結果
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DX銘柄2021 企業価値貢献についての考え方

※現在、DX銘柄2021の評価基準は策定中ですが、内容についてはデジタルガバナンス・コードの（２）望ましい方向性とリンクしています。

• 顧客との関係の強化、新地
域、新セグメントへの展開、商
品・サービスの質改善等により、
既存の事業ドメインを変えず
に収益における成長を目指す
取組

• 業務そのものの自動化・不要
化、働き方の変革等により、
革新的な生産性の向上を目
指す取組

A.デジタル技術を用いた
既存ビジネスモデルの深化

• これまでになかった価値を創
出したり、これまでに存在しな
かった顧客・市場を創造する
ことで、新たなビジネスモデルを
実現したり、新たな事業分野
へ進出する取組

• 上記の取組を実現させるため
の革新的な生産性向上の取
組

B.デジタル技術を用いた
業態変革・新規ビジネスモデルの創出

外部（顧客・ステークホルダー・社会）

内部（社内）

既存（中核）事業
の深化

自社・業界にとって
新しい事業の探索

 企業価値貢献は、デジタル技術を用いた「A.既存ビジネスモデルの深化」「B.業態変革・
新規ビジネスモデルの創出」の２つに分けます。

– 「A.既存ビジネスモデルの深化」よりも、「B.業態変革・新規ビジネスモデルの創出」のほうを高く評価
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ＤＸ銘柄２０２０

 東京証券取引所と共同で、上場企業のうち、ＤＸ推進について特に優良な取組を実施している企
業を「ＤＸ銘柄」として選定。

 本年度は25業種35銘柄を選定。株式会社小松製作所及びトラスコ中山株式会社が、特に優
れた取組を行い”デジタル時代を先導する企業”、「DXグランプリ」として選定された。

「DX銘柄2020」選定企業一覧
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まとめ

 デジタルを前提として業務のやり方、企業文化まで変えないと一過性の
「最新ITの導入」にとどまり、新たなレガシーのはじまりに。

 コロナウイルスへの対応で、企業、自治体は「変わらざるを得ない」。それが
DXのテコになり、本当に変わるところと変わらないところと二極化。

 経済産業省からは、DXを進めるための経営と市場、IT部門と事業部門
などとの対話のためのツール（デジタルガバナンス・コード、DX推進指標、
大臣認定制度）を順次整備。DX認定制度が本格開始。

 DXは個社から業界・複数社へ、都市部から地方へと拡がる（新たな日
常）。

 種々の政策を総動員して、「行動変容」を促すDXを推進。



ご静聴ありがとうございました
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